
６６ 

第６章 事前復興まちづくり計画に関する国の支援 

１ 計画策定に対する技術的支援 

国では、復興まちづくりのための事前準備について、ノウハウを伝授できる地方公共団体の職

員・ＯＢを「復旧・復興まちづくりサポーター（以下「サポーター」という。）」として登録し、

地方公共団体を支援する「復旧・復興まちづくりサポーター制度（以下「サポーター制度」とい

う。）」を令和２年度に創設している。 

あわせて、サポーター制度を活用して自らの対応力を高めたい、相互の情報交換等を通じて全

国的に取組みを波及する一助となりたいと考える地方公共団体を「パートナー都市」として登録

し、パートナー都市からの相談内容を踏まえて国がサポーターを紹介し、サポーターから必要な

助言等を行っている。 

また、国では、令和５年度より「事前復興まちづくり計画検討ワーキンググループ14」を開始

しており、ワーキンググループにおいて、計画策定にあたっての課題の共有・議論、事前復興ま

ちづくりを推進するための方策の検討等を行うことにより、地方公共団体へのフォローや事前復

興まちづくりの取組みの推進に向けた施策検討を行っている。（図 17参照） 

事前復興まちづくり計画の策定について課題を抱える地方公共団体においては、サポーター制

度の活用やワーキンググループへの参加を通じて、課題解決を図りながら計画検討を行うことが

期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 復旧・復興まちづくりサポーター制度 

 

 

  

                             
14 サポーター制度のワーキンググループとして設置 

都道府県や市町村は、事前復興まちづくり計画の検討にあたり、国が策定するガイド

ラインや事例集等を参考にするほか、「復旧・復興まちづくりサポーター制度」を活用

し、復興まちづくりに関する経験を有するサポーターによる支援を受けることが可能と

なっている。 
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２ 計画策定に関する財政的支援 

都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）において、事前復興まちづくり計画策定に対する

財政的支援を行っている（図 18 参照）。 

また、令和５年度より、都市再生整備計画事業（防災・安全交付金）において、事前復興まち

づくり計画等に位置づけられた防災拠点形成への支援を行っている（図 19参照）。 

 

図 18 都市防災総合推進事業における支援内容 （令和５年度版） 

出典：国土交通省ホームページ 都市防災総合推進事業（防災・安全交付金）の概要（R5 年度） 

https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_000008.html 

 

 

  

都道府県や市町村は、事前復興まちづくり計画の検討にあたり、都市防災総合推進事

業（防災・安全交付金）による計画策定に対する財政的支援を受けることが可能となっ

ている。 

https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_000008.html
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図 19 都市再生整備計画事業（防災・安全交付金）における支援内容 （令和５年度版） 

出典：国土交通省ホームページ 都市再生整備計画事業（防災・安全交付金）の概要 

https://www.mlit.go.jp/toshi/crd_machi_tk_000012.html 

 

 


